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企画競争実施の掲示 

 

次のとおり企画提案書の提出を招請します。 

 

令和６年２月26日 

独立行政法人都市再生機構東日本都市再生本部 

本部長 中山 靖史 

 

１ 業務概要 

(1) 業 務 名     令和６年度東京城東エリアにおけるソフトアプローチに基づく地域

価値向上方策検討業務 

(2) 業務内容  

   ① 対象エリアのビジョン・コンセプト案の実現に向けた推進体制の検討 

   ② 対象エリアのビジョン・コンセプト案の実現に向けた具体な取組み内容の 

     検討 

   ③ 対象エリアのビジョン・コンセプト案の実現に向けた関係者との調整 

 (3) 履行期限 契約締結日の翌日から令和７年１月31日まで  

 

２ 参加資格 

(1) 独立行政法人都市再生機構会計実施細則（平成16年独立行政法人都市再生機構

達第95号）第331条及び第332条の規定に該当する者でないこと。 

(2) 当機構東日本地区において、令和５・６年度物品購入等の契約に係る競争参加資

格審査の業種区分「役務提供」の認定を受けていること。 

(3) 当機構から本件業務の実施場所を含む区域を措置対象区域とする指名停止を受

けている期間中でないこと。 

(4) 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する者若しくはこれに準ずる者でな

いこと（詳細は、当機構ホームページ→入札・契約情報→入札心得・ 契約関係規

程→入札関連様式及び標準契約書等→標準契約書等について→ 「別紙 暴力団又

は暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずる者」を参照）。 

(5)  平成26年度以降に業務履行が完了した下記に示す同種業務の１件以上の実績

(下請けによる実績を含む)を有していること。 

※ 同種業務：国、地方公共団体、公社、独立行政法人の委託または請負によ 

       り行ったソフトアプローチ（※１）に基づくまちづくり事業に 

       係る業務。（業務の一部として実施しているものも含む。）   

※１ ソフトアプローチ…都市計画や土地建物などハードに立

脚するアプローチではなく、産業・観光・芸術などソフト

コンテンツや地域人材（※２）の取組みを中心に捉えるア

プローチのこと 

※２ 地域人材…地域プレーヤー（※３）及び地域企業（※４） 

等のこと 
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※３ 地域プレーヤー…起業して地域に根差した事業を営んで 

いる法人・個人のこと 

※４ 地域企業…地域プレーヤーと連携して、地域全体の価値向

上に取り組む・法人・個人のこと 

（6） 本業務に従事する総括責任者が同種業務の従事者としての経験が１件以上ある 

    こと。 

 
３ 企画提案書の提出者を選定するための基準  

企画提案書の提出者の選定にあたっては、提出された参加表明書を当業務に係る

評価委員が、別に定める選定基準に基づき選考する。 

企画提案書の提出者として、参加表明書を提出した者のうち、評価の合計点が高い

ものから順に原則５者を選定し、参加表明者が５者に満たない場合は表明者数とす

る。企画提案書の提出者として選定した者については書面で通知する。また、選定さ

れなかった者に対しては、選定されなかった旨を書面により通知する。 

 

４ 企画提案書を特定するための評価基準 

(1) 業務の実施方針、体制、スケジュール管理等 

(2) 業務実施にあたっての提案内容 

(3) 見積提案 

 

５ 手続等 

(1) 担当部署等 

 ①契約関係 

〒163-1315  

東京都新宿区西新宿六丁目５番１号 新宿アイランドタワー15階  

独立行政法人都市再生機構 東日本都市再生本部 総務部経理課  

電話 03-5323-0718 

②業務関係 

〒163-1315  

東京都新宿区西新宿六丁目５番１号 新宿アイランドタワー13階  

独立行政法人都市再生機構 東日本都市再生本部 

事業企画部事業企画第２課  

電話 03-5323-0357/0387（担当：松田/村田） 

(2) 企画提案競技説明書「別添４」の交付期間、交付方法 

①交付期間 

令和６年２月26日（月）から令和６年４月11日（木）まで 

②交付方法 

企画提案競技説明書の別添４については、本業務の競争参加希望者に対し、交

付期間の土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、午前10時から午後４時まで（た

だし正午から午後１時の間は除く）に(1)②の場所で交付する。なお、交付に

際しては、あらかじめ交付希望日時を連絡の上、「別紙１ 秘密保持に関する

確約書」が必要となるので持参すること。また、説明書交付の際に、提案の作
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成に参考となる資料を閲覧に供する。 

(3) 参加表明書の提出期限並びに提出場所及び方法 

令和６年３月19日（火）17時 (1)②に同じ。  

持参又は郵送必着（書留郵便に限る。）とすること。 

(4) 企画提案書の提出期限並びに提出場所及び方法 

令和６年４月11日（木）17時 (1)②に同じ。 

持参又は郵送必着（書留郵便に限る。）とすること。 

 

６ その他 

（1）  手続において使用する言語及び通貨：日本語及び日本国通貨に限る。 

（2）  契約書作成の要否：要 

（3）  関連情報を入手するための照会窓口：５(1)②に同じ。 

（4）  企画提案書を提出するためには、企画提案書の提出時において、２（2）の認定

を受けていなければならない。なお、競争参加資格を有しない場合は、５(3)の

参加表明書の提出と併せて競争参加資格審査の申請を行うこと。競争参加資格

審査の申請等に関する問い合わせ先は次のとおり。 

独立行政法人都市再生機構 東日本都市再生本部 

総務部経理課 電話03－5323－0718 

土曜日、日曜日、祝日を除く毎日、午前10 時から午後５時まで（ただし正午か

ら午後１時の間は除く） 

(5) 詳細は企画提案競技説明書による。 

(6) 本企画提案競技参加に伴う費用負担は当機構では一切行わない。 

また、提出物については、返却を行わない。 

 
 

以 上 
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令和  年 月  日 

独立行政法人都市再生機構東日本都市再生本部 

本部長 中山 靖史  殿             

         （住 所） 

（会社名） 

（代表者名）            印 

 

 

秘密保持に関する確約書 

 

当社は、令和６年度東京城東エリアにおけるソフトアプローチに基づく地域価値向上方策 

検討業務への参加検討（以下「本件検討」という。）を目的として、貴機構から開示を受ける

情報の取扱いについて、以下の各条項の定めに従うことを確約します。 

 

（秘密情報） 

第１条 この確約書（以下「確約書」といいます。）における秘密情報とは、本件検討に関し

貴機構から開示される資料、図面、データその他の情報及び閲覧資料及びその他をいいま

す。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号の一に該当する情報については、確約書における秘

密情報に該当しないものとします。 

一 貴機構から開示を受けた時点で既に公知であった情報又は既に当社が保有していた情

報 

二 貴機構から開示を受けた後、当社の責によらず公知となった情報 

三 当社が秘密保持義務を負うことなく、正当な権利を有する第三者から合法的に入手し

た情報 

四 貴機構からの開示によらず、当社が独自に開発した情報 

３ 当社は、確約書の存在及びその内容並びに貴機構から秘密情報の開示を受けて本件検討

を行っている事実についても、秘密情報に準じて取り扱うこととし、確約書に記載の各条

項に従います。 

（目的外利用の禁止） 

第２条 当社は、秘密情報を本件検討以外の目的に一切利用しません。 

（秘密保持義務） 

第３条 当社は、秘密情報を善良な管理者の注意義務をもって管理します。 

２ 当社は、貴機構の事前の書面による承諾なくして、秘密情報を如何なる第三者に対して

も開示又は漏出せず、その秘密を保持します。この場合において、貴機構の事前の書面に

よる承諾を得て、秘密情報を第三者に開示するときは、当社は被開示者となる第三者に対

して、当社が負う秘密保持義務と同等の義務を負わせます。 

３ 前項の規定により、当社が秘密情報を第三者に開示するときは、当社は、第三者が秘密

保持義務に違反しないように必要かつ適切な監督をします。 

４ 第２項の規定にかかわらず、当社は、自社の取締役、監査役、執行役員及び従業員並び

に顧問契約を締結している弁護士、公認会計士、税理士その他法定の守秘義務を負担する

専門家に対して、本件検討に必要最小限度の範囲内で秘密情報を開示できるものとしま

別紙１  
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す。この場合において、当社はこれらの者に対して、当社が負う秘密保持義務と同等の義

務を負わせます。 

５ 第２項の規定にかかわらず、当社は、裁判所その他の公的機関から法令に基づき開示を

命じられた場合又は照会を受け、当該命令又は照会に応じる場合は、開示する秘密情報の

内容及び範囲を貴機構に事前に通知の上、最低限の範囲で実施します。 

６ 当社は、秘密情報の管理状況について、貴機構から確認又は調査を求められたときに

は、これに協力します。 

（秘密情報の返還等） 

第４条 当社は、第６条に定める確約書の有効期間の終期が到来した場合、又は貴機構から

秘密情報及びその複製物を返還若しくは破棄するよう求められた場合は、秘密情報につい

て、貴機構の指示に従い、直ちに貴機構に返還し、又は当社自らの責任において破棄しま

す。この場合において、当社自ら破棄したときは、速やかにその旨を書面にて貴機構に通

知します。 

２ 前項の規定にかかわらず、当社は会計上の証拠書類としての保管等、内部管理目的のた

めに秘密情報を返還又は破棄できない場合は、貴機構の書面による承諾を得た上で、確約

書の定める各条項に従い、引き続き秘密情報を保持することができるものとします。 

（事故時の対応） 

第５条 当社は、秘密情報につき、漏出、紛失、盗難、押収等の事故（以下「本件事故」と

いいます。）が発生した場合又は発生のおそれがあると認識した場合は、適切な措置を執

るとともに直ちにその旨を貴機構に連絡し、貴機構の指示に従います。 

２ 本件事故が発生し、これによって貴機構に損害（第三者から請求された損害、当社が予

見すべき特別事情による損害及び弁護士費用を含む。以下同じ。）が生じたときは、当社

は、これを負担します。 

（確約書の有効期間） 

第６条 確約書の有効期間は、確約書の差入日から令和６年５月８日までとします。 

ただし、第４条を除く規定については、確約書の有効期間終了後も５年間有効に存続する 

ものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、第４条第２項の規定に基づき貴機構の承諾を得た上で、秘密

情報を保持する場合は、当該情報を返還又は破棄するまでの間を確約書の有効期間としま

す。 

（損害賠償） 

第７条 当社は、確約書に定める各条項に違反し、貴機構に対して損害を及ぼした場合はそ

の損害を賠償します。 

（反社会的勢力の排除） 

第８条 当社は貴機構に対し、その役職員（業務を執行する役員、取締役、執行役又はこれ

らに準ずる者をいう。）が暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成

３年法律第 77 号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）、暴力団員（同法第

２条第６号に規定する暴力団員をいう。）、暴力団関係企業、総会屋若しくはこれに準ずる

者又はその構成員（以下「反社会的勢力」という。）でないことを確約します。 

２ 当社は貴機構に対し、反社会的勢力と以下の各号のいずれかに該当する関係を有しない

ことを確約します。 

一 反社会的勢力が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること。 
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二 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的を

もって、反社会的勢力を利用していると認められる関係を有すること。 

三 反社会的勢力に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極

的に反社会的勢力の維持、運営に協力し、若しくは関与をしていると認められる関係

を有すること。 

四 反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有すること。 

３ 当社は貴機構に対し、自ら又は第三者を利用して以下の各号のいずれかに該当する行為

を行わないことを確約します。 

一 脅迫的な言動又は暴力を用いる行為 

二 偽計又は威力を用いて業務を妨害し、又は信用を毀損する行為 

４ 当社が反社会的勢力若しくは第２項各号のいずれかに該当し、若しくは前項各号のいず

れかに該当する行為をし、又は第１項の規定に基づく確約に関して虚偽の申告をしたこと

が判明した場合は、直ちに本件検討を中止し、第４条の規定に従い秘密情報を返還又は破

棄します。 

５ 前項の場合、当社は秘密情報を本件検討を含むあらゆる目的で利用しません。 

６ 前５項の規定の適用により当社に損害又は損失が生じたとしても、貴機構は何らの責任

を負わないものとし、前５項の規定の適用によって貴機構に損害又は損失が生じた場合に

は、当社はこれを賠償する責を負うものとします。 

（権利譲渡の禁止） 

第９条 当社は、確約書上の地位並びに確約書に基づく権利又は義務の全部若しくは一部を

貴機構の事前の書面による同意なしに第三者に譲渡しません。 

（管轄裁判所） 

第 10 条 当社は、確約書に関する紛争について、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄

裁判所とすることに同意します。 

以 上  
 


